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1. 原油市況は、ドル安回避の代替投資マネーの流入や米国の原油・ガソリン在庫が2年ぶりの低水準に減少したことに
加え、中東情勢の悪化懸念などから07年夏場以降、上昇基調が続き、08年初には一時100㌦/バレルの最高値をつけた。
その後はサブプライム問題の波及により米国経済の悪化懸念が強まったことから反落しているが、当面は新興国の高成
長による原油需要増大などを背景に原油価格の高止まりが予想される。

2. 米国経済は直近まで堅調な拡大を続けてきたが、住宅市場の調整が長期化しているほか、雇用や消費関連指標にも
悪化傾向が見られることから、先行きの景気や企業業績に対する悲観的見方が強まっている。金融市場では、主要金融
機関におけるサブプライム・ローン関連の損失額が拡大していることもあり、株安・債券高が進んだ。米連銀は07年9月か
ら政策金利（FF金利）を3回連続して引き下げ4.25％としたが、景気後退リスクに対応するため、追加利下げを行う姿勢を
示している。また、サブプライム問題に対して、欧州中銀等と協調資金供給などを行っているにもかかわらず、依然として
先行きへの不安感は根強い。米長期金利は先行き景気悪化懸念から3.0％台後半の低水準で推移している。

3. わが国では、輸出は増加基調を維持しているものの、雇用・消費や住宅建設などで弱い動きが見られ、先行き不透明
感が強まっている。11月の鉱工業生産（確報）は前月比▲1.6％と、前月から低下したが、10～12月期は前期比プラスとな
る公算が高まった。一般機械が好調なほか、電子部品・デバイス工業などの在庫調整も進展し、生産は今のところ堅調。
また、設備投資の先行指標となる機械受注（船舶・電力を除く民需）は堅調に推移しているものの、景気の先行き不透明
感の強まりから、設備投資が延期・一時中止となる可能性もあり、その動向には注意が必要。 一方、賃金が伸び悩むな
か、食料品や石油製品など生活必需品の値上がりにより消費者心理が悪化しており、先行き消費の鈍化が懸念される。

4. 外為市場では、米国の金利低下見通しなどから、08年入りしてから急速にドルが売られ、ドル安・ユーロ高が進み、1月
上旬はユーロ導入後最高水準に近い1ユーロ＝1.48ドル台で推移した。ドル円相場も1月中旬に一時1ドル＝105円台と2
年半ぶりの高値となった。一方、日本の長期金利の目安である新発10年国債利回りは、米国の長期金利低下や日銀の
追加利上げ時期の後ズレ観測の強まり等から、1月中旬に1.3％台後半まで低下。日経平均株価は、世界経済の先行き
不透明感や円高進行、サブプライム問題の拡大懸念などから下落し、1月中旬には1万4,000円割れとなった。

5. 政府は12月の「月例経済報告」で景気判断を「一部に弱さがみられるものの、回復している」と据え置いた。日銀は12月
の景況判断を「住宅投資の落ち込みなどから減速しているとみられる」としたものの、基調は「緩やかに拡大」と17ヶ月連
続で据え置き。消費者物価（前年比）については「ゼロ％近傍で推移している」が、より長い目で見れば需要超過により
「プラス基調を続けていく」との見方を維持。しかし、12月の金融政策決定会合でこれまで利上げを主張してきた水野氏が
現状維持に回り、全員一致で利上げを見送ったことに示されるように、景気減速懸念が強まるなか、景気に配慮した金融
政策を取らざるを得ないとの見方が金融市場では強まっている。

経 済 金 融 ・ 情 勢 資 料 ２ ０ 年 １ 月
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原油市況の動向(日次）
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・ニューヨーク原油先物（ＷＴＩ期近、終値）価格は、11月下旬に史上初の98ドル台に到達。その後、90ドル割れま
で下落したが、12月には再び90ドル台にもどり、08年初は場中に一時100ドル台となった。その後、米景気減速懸
念の強まりに伴い、下げに転じたが、足元でも高値水準で推移。

・原油相場の押し上げ要因は、①ドル安観測の高まりを背景に、資金の逃避先として実物資産への資金流入が継
続していること、②米国の原油在庫が2年ぶりの低水準となり、冬場を迎え暖房油を中心に需給逼迫懸念が強
まったこと、③トルコによるイラク攻撃やイランの核開発問題、ナイジェリアの政情不安など地政学的リスクも解消
されていないこと等である。

・ 米エネルギー情報局（ＥIA）は1月のエネルギー見通しで、08年においても世界の石油市場での需給引き締まり
継続を予想。当面は世界景気の先行きを見定める動きとなろうが、OPECによる高値維持スタンスのほか、新興
国の高成長による原油需要増加（ＥＩＡは、08年の世界の原油消費量を前年比+1.9％増と予測）を背景に、原油
価格は高止まりが予想される。
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米国経済①：サブプライム問題の波及は、予断を許さない状況

米国ISM製造業景況指数とGDＰ動向
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•米国の07年7～9月期の実質GDP（確報値）は前期比年率+4.9％（速報値は同+3.9％）と、03年7
～9月期（同+7.5％）以来の高い伸びとなった。個人消費が減速し、住宅投資の大幅減少が続い
たが、輸出や設備投資、政府支出が成長率を押し上げた。

•米国のエコノミスト予想によれば、08年前半は成長率が低迷するものの、年後半にかけて緩や
かな成長に回復すると見込んでいる。

•しかし、代表的な企業の景況感指標であり、景気先行指標でもある「全米供給管理協会（ISM）
製造業指数」の12月分は47.7と6ヶ月連続で低下。07年1月以来の50割れとなった。新規受注が
大きく悪化。米製造業は景気の先行き不透明感から受注・生産活動の拡大に消極的な動き。当
面は「サブプライム問題」の経済への波及の程度を注視すべき状況にある。
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非農業雇用・製造業新規雇用者数変化
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米国経済②：12月の非農業部門雇用者数の伸びは急減速

• 12月の非農業部門雇用者数は市場予想を下回る+1.8万人増にとどまった。運輸、小売、情報処
理の悪化に伴い、サービス業全体として弱い伸びとなった。また、完全失業率は5.0％に上昇し、
05年11月以来の水準となった。一方、12月の週平均労働時間数は33.8時間と前月と変わらな
かったが、平均時給は前月比+0.4％の17.71ドルと上昇基調が続いている。

• 12月の小売売上高は事前予測（前月比+0.0％）を下回る前月比▲0.4％。自動車を除く売上高も
同▲0.4％。自動車及びガソリンを除いた売上高は前月比▲0.2％。クリスマス商戦は低調だった
ことが示され、これまで堅調だった消費の伸びにもかげりが見られる。エネルギー価格高騰や株
価・住宅価格の下落、信用収縮などの影響には引き続き注意が必要。

月次　小売売上高　（１2月、前月比％）
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米国住宅ローンの種類と構成比
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米国経済③：サブプライムローン問題で米政府が追加対策

• 米国の住宅ローン市場は約10.5兆ドル（およそ1,155兆円）あるが、そのうち優遇金利を指すプライム
ローンが全体の約8割を占め、信用力が低いサブプライムローンは14％程度。

• 住宅ローン全体の延滞率は、07年7～9月期に5.59％（1～3月期は5.12％）に上昇した。なかでも、サブプ
ライムローンの延滞率が16.31％（同14.82％）と、変動金利型を中心に大きく上昇。

• 変動金利型住宅ローンについては、04～05年の住宅ブーム時に実行されたものが、元金返済開始に加
え金利上昇に伴う負担増を受けていることから、延滞件数のさらなる増加が懸念される。

• 07年6月以降ヘッジファンドなどの損失発生報道が相次いだことから信用収縮への懸念が強まり、世界
的な連鎖株安に陥るなど金融市場に悪影響を及ぼした。8月末に米大統領が連邦住宅局（ＦＨＡ）の信
用保証を拡大する等の対策を発表したほか、12月上旬には連邦住宅局保証ローン式の借り換え促進
や借入金利の5年間据え置きといった債務者救済策が発表された。しかし、住宅市場の調整は長期化
するとの見方が強い。

米国サブプライム・ローンの延滞率動向
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• 07年7～9月期の実質ＧＤＰ成長率（2次速報）は前期比＋0.4％（同年率＋1.5％） と、1次速報の同
＋0.6％（同年率＋2.6％）から下方修正された。これは、法人企業統計（ 7～9月期）を受けた企業
設備や在庫の改定が影響。

• 一方、ホームメイド・インフレを示すとされるGDPデフレーターは、前年同期比▲0.4％と1次速報値
（▲0.3％）から引下げられた。なお、政府見通し（12月19日発表予定）では、07年度のGDPデフ
レーターは▲0.5％の見通し。

• 先行きは、当面、世界経済が底堅い成長を持続すると見られるが、米国の景気動向には引き続き
注意が必要。

国内の経済成長率：7～9月期は前期比+0.4％（同年率+1.5％）

ＧＤＰ成長率とデフレーターの推移
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• 07年12月調査における、業況判断ＤＩは大企業製造業で＋19と前回から▲4ポイント低下。06年12
月調査時にバブル崩壊後の最高水準に到達し、07年3月調査から2期連続で横ばい（+23）と上げ
渋った後、3期ぶりの低下となった。夏以降の原油価格等の原材料価格上昇や内需の弱さなどか
ら、素材業種を中心に業況感が悪化。

• 先行きについては、大企業製造業が+15と▲4ポイント、中小企業が▲3と▲5ポイントの業況悪化
見通しである。

• 大企業非製造業は＋16と前回から▲4ポイント悪化。先行きも▲1 ポイント低下する見通し。
• ドル安・円高が進行し、11月下旬に一時108円/ドル台となったことを受け、下期の大企業製造業

の想定為替レート（113.79円/ドル）は、9月調査から小幅円高方向に修正された。

国内企業の景況感：短観12月調査、大企業製造業▲4ポイント悪化
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•日銀短観（12月調査）の07年度設備投資計画（ソフトウェアを含み、土地を除くベース）は、前年度
比＋6.9％と、9月調査（同+6.8％）からほぼ横ばいにとどまった。依然堅調であるが、大企業製造業
が下方修正をしており、07年度下期の増勢は期待薄。今後の動向が注目される。
•一方、設備投資の先行指標である機械受注（船舶・電力を除く民需）の11月は前月比▲2.8％と減
少。製造業（同▲1.7％）は減少したが、非製造業（同+3.1％）は2ヶ月連続で増加。
•12月が前月比▲5.7％を下回らないかぎり、10～12月期は前期を上回る見込みだが、景気の先行
き不透明感が漂う中、設備投資が延期・一時中止となる可能性もあり、その動向には注意が必要。

機械受注(船舶・電力除く民需）の推移
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国内の設備投資：07年度設備投資計画の進捗状況に注意

短観の設備投資計画:前年度比の推移
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鉱工業生産①：11月生産は、前月比▲1.6％。12月は大幅増を見込む。

資料　経済産業省「鉱工業生産」
(注)　予測は、製造工業生産予測調査の当月見込みと翌月見込みの季節調整済増減率

鉱工業生産の推移
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経産省：製造業

生産予測

• 11月の鉱工業生産指数（確報）は前月比▲1.6％の110.4。過去最高値を更新した10月（同
+1.7％）の後、下落。しかし、12月が前月比▲2.4％を下回らない限り、10～12月期は前期比プラス
となる見込み。
• 経産省は4ヶ月連続で「生産は緩やかながら上昇傾向」に判断を据え置いた。
• 速報発表時の製造工業生産予測調査では、一般機械工業や輸送機械工業の増加などにより、
12月は前月比+4.0％と大きく上昇し、1月は同+0.0％と横ばいを維持する見込み。
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鉱工業生産と電機・精密の生産動向
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鉱工業　　生産 電気機械
電子部品・デバイス 精密機械

乗用車

鉱工業生産:前月比増減の要因分解
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鉱工業（前月比）

経産省「鉱工業生産」から農中総研作成  (注）季節調整済値

鉱工業生産②：IT関連の在庫状況は順調に改善

• 業種別の生産指数の動向を見ると、 11月は前月上昇した一般機械工業、輸送機械工業等が
反動などから低下。また、電子部品・デバイス工業も6ヶ月ぶりに低下した。

• 品目別では、半導体製造装置、モス型半導体集積回路などの生産が減少。

• 電子部品・デバイスの在庫は、前年比2桁増が続いていたが、06年4月以来となる前年比1桁台
を2ヶ月連続で達成（同+9.0％）。在庫率（在庫数量÷出荷数量）も06年4月（130）に次ぐ低い水準となる
130．9に改善しており、在庫調整はほぼ終了と見られる。
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個人消費：消費者マインドは悪化が続く

消費者態度指数（全国：11月）

38

42

46

50

06/3 06/7 06/11 07/3 07/7 07/11
内閣府資料から農中総研作成

• 街角の景況感を示す「景気ウォッチャー」現状判断ＤＩは、前月比▲2.2ptの36.6と03年1月（35.5）
以来の低水準となった。原油等の価格上昇や年末商戦が不調だったことなどから、家計動向、企
業動向、雇用関連ともに下落。また、先行き判断DIも、前月比▲1.8pｔの37.0と、8ヶ月連続で低下し
た。
• 家計の消費意欲を示す11月の消費者態度指数（全国・総世帯）は40.0と、前月から▲2.9ポイント。
同指数を構成する4項目すべてが悪化。一方、物価見通しについては、「上昇する」との回答合計
が80.7％と2ヶ月連続で上昇。
• 賃金が伸び悩むなか、消費者心理が悪化しており、先行き消費の鈍化が懸念される。

景気ウォッチャー調査（12月）

35
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45

50

55

60

06/4 06/8 06/12 07/4 07/8 07/12

（ＤＩ）

現状判断DI

先行き判断DI

内閣府資料から農中総研



13

企業物価：最終財への価格波及の可能性も

• 12月の企業物価は、前月比+0.4％。石油製品や農林水産物を中心に原材料価格が上昇。
05年基準改定で下押しされたにもかかわらず、前年比では+2.6％と3ヶ月連続で2％台の上
昇となった。前年比プラスなのは、04年3月以来、46ヶ月連続。

• 内訳では、原油、鉄鋼などに加え、化学製品、パルプ・紙製品や植物性油脂など原油を原
料とする製品や原油の代替品の価格も上昇傾向にあり、上昇品目が広がっている。

• 今後も石油製品、電力・都市ガスや一部食品などの値上げにより、前年比プラス幅は再
拡大する可能性がある。

国 内 企 業 物 価 指 数 （ １ ２ 月 ）

0

1

2

3

05/6 05/12 06/6 06/12 07/6 07/12

(% )

-0.5

0.0

0.5

1.0
(% )

前 年 比 （左 軸 ）

前 月 比 (原 数 値 の 前
月 比 、右 軸 ）
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消費者物価： 小幅ながら上昇基調が続く見通し

全国（生鮮食品除く）消費者物価変化率（前年比）
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(総務省「消費者物価指数」より作成）

工業製品（含む出版） 電気ガス・水道 公共サ-ビス

一般サ-ビス 農産物（米等） 生鮮食品除く総合

• 11月の消費者物価（除く生鮮食品）は前年比+0.4％と2ヶ月連続の上昇となった。パソコンや薄型
テレビなどの教養娯楽用耐久財や情報通信関係費などの下落があったが、石油製品（同+9.3％）、
エネルギー（同+5.4％）がプラスに寄与。また、欧米方式でのコアCPIである「食料（除く酒類）・エネ
ルギーを除く総合」も前年比▲0.1％とマイナス幅が縮小。
• 日銀「展望レポート」によると、消費者物価指数の見通しの中央値は、07年度は0％、08年度は
0.4％と、いずれも4月時点から0.1％ポイント下方修正された。
• 先行きについては、エネルギー関連だけでなく、食料品や石油関連製品の値上げ発表が相次い
でおり、小幅ながら上昇基調が続くとみられる。
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• 日銀は07年2月21日の金融政策決定会合で0.25％の追加利上げを決定。「個人消費は緩やかな増加基調に
あり、消費者物価も当面ゼロ近傍で推移する可能性が高いものの先行き上昇する」との判断から7ヶ月ぶりの
利上げに踏み切った。

• 07年5月の大型明けごろから、日銀が追加利上げを実施するとの観測が強まり、長期金利は一時2％に接近
したが、6月下旬からのサブプライム問題の表面化から早期利上げ観測が後退し、11月下旬から12月初めに
かけては1.4％前半まで低下。

• 12月6日のサブプライム借入者救済策や欧米金融機関の相次ぐ資本増強の発表および米国のインフレ上昇
を受けて、米国の長期金利が反転したこともあり、一時1.5％台に戻した。しかし、根強い世界的な信用収縮懸
念や日米景気減速懸念の強まりなどから、1月中旬は一時1.3％台後半まで低下。ただし、債券の高値（低す
ぎる金利水準）警戒感もあり、国内金利の低下幅は限定的との見方も多い。

長期金利：新発10年国債利回り、年明け後低下し、一時1.3％台へ

最近の長期金利動向
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16

日経平均株価と東証の時価総額

2003/4/28
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Bloombergから農中総研作成
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時価総額（右軸） 日経平均（左軸）
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直近の時価総額 2008/1/15 前年度末(07年3月末)比

434.49 ▲ 114.3

2003/4/28 バブル崩壊後最安値比

228.50 205.99

バブル崩壊後最安値の

時価総額

株価：サブプライム問題や米景気減速懸念の強まりから、08年入り後は下落基調

米中　株価動向
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Bloombergデータから農中総研作成
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
（90,12.19＝100）

ＮＹ　ダウ平均指数

中国　上海総合指数

・ 米国の株価は、07年6月下旬からの「サブプライム問題」に伴う信用収縮懸念、金融機関の損失拡大に加え、原
油価格上昇などを嫌気して調整局面入りし、ダウ平均は11月下旬に13000㌦割れとなった。その後、サブプライム
借入者救済策や欧米金融機関の相次ぐ資本増強の発表などから戻していたが、08年入り後は先行きの景気減
速、業績伸び悩み懸念が強まり、12000㌦台前半で推移している。

・ また、堅調だった中国上海総合指数も、07年10月下旬からは金融当局の金融引き締め策の強化姿勢もあり、07
年10月中旬以降は調整気味に推移した。しかし、足元では再び上昇傾向で推移。

・ 日経平均株価は07年上旬に1万8000円台に到達し、年初来高値を更新したが、その後の世界的な株価下落を受
け、8月下旬には1万5,000円台前半まで下落。その後はもみ合いながら下落基調で推移した。米経済の先行き不
安や円高進行、サブプライム問題の深刻化などから、1月中旬には1万4,000円を割り込んだ。
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為替動向：米国の景気・サブプライム問題への不安などからドル安の動き

　ドル円・ﾕｰﾛ円相場の推移

106

108

110

112

114

116

118

07/09/12 07/10/13 07/11/13 07/12/14 08/01/14

Bloombergから農中総研作成

(1ドル=円)

156

158

160

162

164

166

168

(1ﾕｰﾛ=円)

ドル円（左軸、逆目盛）

ユーロ円（右軸）

円
安

円
高

　ﾕｰﾛの対米ドル相場の推移

1.38

1.40

1.42

1.44

1.46

1.48

1.50

07/09/12 07/10/13 07/11/13 07/12/14 08/01/14

Bloombergから農中総研作成

(1ユーロ=ドル)

ド
ル
安

ド
ル
高

• 外国為替市場では、07年10月中旬以降に米国経済の先行き不透明感が強まったことに加え、サ
ブプライム問題に伴う米ドル資産離れや湾岸諸国のドル・ペッグ制離脱の思惑などから、ドル独歩
安となった。12月は一時持ち直したものの、1月は再びドル安が進行。

• また、対ユーロでは、米国の金利低下見通しなどから、08年入りしてから急速にドル安・ユーロ高
が進み、1月上旬はユーロ導入後最高水準に近い1ユーロ＝1.48ドル台となった。

• ドル円相場は、米景気減速懸念の強まりから1月中旬に一時1ドル＝105円台まで円高ドル安が
進行。また円はユーロに対しても買われ、1月中旬に1ユーロ＝160円割れとなった。
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政府、日銀の景気判断：判断据え置きだが、留保も

12月

消費に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

1月

消費に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

2月

消費に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

3月

消費に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

4月

生産の一部に弱さがみられるものの、回復してい
る

緩やかに拡大している

5月

生産の一部に弱さがみられるものの、回復してい
る

緩やかに拡大している

6月

生産の一部に弱さがみられるものの、回復してい
る

緩やかに拡大している

7月

生産の一部に弱さがみられるものの、回復してい
る

緩やかに拡大している

8月

生産の一部に弱さがみられるものの、回復してい
る

緩やかに拡大している

9月

一部に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

10月

一部に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

11月

一部に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

12月

一部に弱さがみられるものの、回復している 緩やかに拡大している

内閣府「月例経済報告」、日銀「経済月報」より農中総研作成　（注）矢印は景気判断の方向を示す。

日銀金融経済月報年　月 政府月例報告

2007年

2006年

• 政府は、12月の景気判断を「一部に弱さがみられるものの、回復している」と据え置き。生産を上
方修正した一方、企業収益について「改善している」から「改善に足踏みがみられる」に変更。住宅
については、「下げ止まりつつあるものの、依然として低い水準にある」としている。
• 日銀は、12月の景況判断を「住宅投資の落ち込みなどから減速しているとみられる」とした上で、
基調としては「緩やかに拡大」と、１7ヶ月連続で据え置いた。10月の「展望レポート」では、07年のＧ
ＤＰ成長率を前年比+1.7～1.8％と、4月時点の同+2.0～2.1％から下方修正。また、08年については
前年比+1.9～2.3％とした。
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内外金融市場データ：

新発１０
年国債
利回

債先
１０年物
中心限月

金　　利
スワップ
レート
５年物

（円－円）
仲値

無担保
コール
翌日物

TIBOR
ユーロ円

3ヵ月

LIBOR円
３ヵ月

TIBOR
ユーロ円

6ヵ月

金利先物
(利回り)

中心限月

円ドル
・スポッ

ト
レート
東京
17：00
現在

ユーロ・
ドル・

スポット
レート

ユーロ
円    ス
ポット
レート
東京
17：00
現在

日経平均
（２２５種）

TOPIX
終値

NYダウ
工業株

３０種平均

ナスダック
総合

米国
財務省
証券

１０年物
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LIBOR
ドル

３ヵ月

独国
１０年物

国債利回

NY
金先物
・期近

WTI
期近

OPEC
バス
ケット
価格

07/11/26 1.480 136.79 1.276 0.500 0.8482 0.944 0.905 0.840 108.45 1.487 161.16 15,135.21 1,467.03 12,743.44 2,540.99 3.839 5.05 4.021 826.50 97.70 91.84
07/11/27 1.495 136.89 1.272 0.496 0.8509 0.955 0.905 0.840 108.11 1.483 160.63 15,222.85 1,478.78 12,958.44 2,580.80 3.948 5.06 4.037 814.00 94.42 90.27
07/11/28 1.485 137.10 1.261 0.500 0.8546 0.965 0.905 0.845 108.72 1.484 160.59 15,153.78 1,475.64 13,289.45 2,662.91 4.035 5.08 4.111 800.30 90.62 88.08
07/11/29 1.485 136.96 1.268 0.499 0.8609 0.979 0.908 0.850 109.75 1.474 162.59 15,513.74 1,514.47 13,311.73 2,668.13 3.934 5.12 4.066 795.30 91.01 87.78
07/11/30 1.460 137.03 1.258 0.520 0.8636 0.988 0.910 0.855 110.29 1.463 162.67 15,680.67 1,531.88 13,371.72 2,660.96 3.938 5.13 4.126 782.20 88.71 85.91
07/12/03 1.450 137.33 1.233 0.511 0.8655 0.985 0.911 0.840 110.51 1.467 162.41 15,628.97 1,532.16 13,314.57 2,637.13 3.846 5.14 4.067 788.30 89.31 84.28
07/12/04 1.410 137.65 1.199 0.509 0.8664 1.001 0.911 0.830 110.25 1.476 161.82 15,480.19 1,515.50 13,248.73 2,619.83 3.893 5.15 4.026 801.30 88.32 85.33
07/12/05 1.490 137.17 1.234 0.504 0.8673 1.008 0.911 0.835 110.53 1.461 162.89 15,608.88 1,526.63 13,444.96 2,666.36 3.955 5.15 4.033 797.50 87.49 85.50
07/12/06 1.550 136.45 1.289 0.499 0.8691 1.021 0.911 0.830 110.90 1.464 161.73 15,874.08 1,552.27 13,619.89 2,709.03 4.008 5.15 4.083 801.20 90.23 84.48
07/12/07 1.565 136.43 1.284 0.499 0.8691 1.032 0.911 0.825 111.23 1.466 162.50 15,956.37 1,561.76 13,625.58 2,706.16 4.105 5.14 4.199 794.40 88.28 85.26
07/12/10 1.560 136.47 1.278 0.503 0.8691 1.026 0.912 0.830 111.62 1.471 163.57 15,924.39 1,558.51 13,727.03 2,718.95 4.157 5.13 4.268 807.70 87.86 84.19
07/12/11 1.580 136.32 1.288 0.504 0.8691 1.039 0.912 0.830 111.87 1.466 164.71 16,044.72 1,567.02 13,432.77 2,652.35 3.969 5.11 4.240 811.40 90.02 84.64
07/12/12 1.530 136.65 1.235 0.493 0.8682 1.038 0.912 0.820 111.25 1.471 163.56 15,932.26 1,556.93 13,473.90 2,671.14 4.089 5.06 4.306 813.50 94.39 86.71
07/12/13 1.510 136.74 1.207 0.492 0.8682 1.034 0.912 0.780 111.54 1.463 164.31 15,536.52 1,516.10 13,517.96 2,668.49 4.201 4.99 4.282 799.00 92.25 88.35
07/12/14 1.545 136.46 1.227 0.433 0.8682 1.034 0.912 0.780 112.38 1.443 164.37 15,514.51 1,501.25 13,339.85 2,635.74 4.234 4.97 4.305 793.30 91.27 87.97
07/12/17 1.545 136.48 1.225 0.513 0.8682 1.025 0.912 0.785 112.86 1.440 162.71 15,249.79 1,472.70 13,167.20 2,574.46 4.145 4.94 4.289 794.80 90.63 87.28
07/12/18 1.530 136.65 1.211 0.495 0.8636 1.001 0.908 0.745 113.06 1.441 162.93 15,207.86 1,469.77 13,232.47 2,596.03 4.118 4.93 4.285 803.00 90.49 N.A.
07/12/19 1.485 136.96 1.183 0.504 0.8636 0.965 0.906 0.695 113.26 1.438 162.96 15,030.51 1,456.79 13,207.27 2,601.01 4.028 4.91 4.284 801.10 91.24 87.38
07/12/20 1.520 136.85 1.201 0.501 0.8627 0.961 0.905 0.700 113.22 1.433 162.70 15,031.60 1,457.56 13,245.64 2,640.86 4.051 4.88 4.250 799.20 91.06 87.50
07/12/21 1.550 136.49 1.235 0.506 0.8618 0.965 0.905 0.710 113.15 1.438 162.89 15,257.00 1,469.20 13,450.65 2,691.99 4.168 4.86 4.304 811.60 93.31 87.85
07/12/24 休場 休場 休場 休場 休場 0.966 休場 休場 休場 1.440 休場 休場 休場 13,549.33 2,713.50 4.212 4.84 4.306 812.80 94.13 87.97
07/12/25 1.580 136.05 1.276 0.510 0.8609 休場 0.904 0.715 114.17 1.440 164.36 15,552.59 1,496.03 休場 休場 4.212 休場 4.302 休場 休場 N.A.
07/12/26 1.555 136.30 1.256 0.502 0.8618 休場 0.905 0.710 114.20 1.449 164.64 15,653.54 1,508.47 13,551.69 2,724.41 4.275 休場 4.307 826.00 95.97 89.54
07/12/27 1.545 136.30 1.249 0.499 0.8546 0.923 0.901 0.715 114.26 1.463 165.76 15,564.69 1,499.94 13,359.61 2,676.79 4.197 4.83 4.346 828.60 96.62 90.39
07/12/28 1.500 136.81 1.204 0.459 0.8509 0.898 0.899 0.710 113.12 1.472 165.70 15,307.78 1,475.68 13,365.87 2,674.46 4.073 4.73 4.313 842.70 96.00 90.92
07/12/31 休場 休場 休場 休場 休場 0.895 休場 休場 休場 1.459 休場 休場 休場 13,264.82 2,652.28 4.023 4.70 4.307 838.00 95.98 90.82
08/01/01 休場 休場 休場 休場 休場 休場 休場 休場 休場 1.459 休場 休場 休場 休場 休場 4.023 休場 4.302 休場 休場 N.A.
08/01/02 休場 休場 休場 休場 休場 0.896 休場 休場 休場 1.471 休場 休場 休場 13,043.96 2,609.63 3.903 4.68 4.210 860.00 99.62 92.06
08/01/03 休場 休場 休場 休場 休場 0.894 休場 休場 休場 1.475 休場 休場 休場 13,056.72 2,602.68 3.892 4.65 4.193 869.10 99.18 93.94
08/01/04 1.465 137.32 1.159 0.478 0.8509 0.905 0.896 0.690 109.27 1.474 160.70 14,691.41 1,411.91 12,800.18 2,504.65 3.865 4.62 4.135 865.70 97.91 93.67
08/01/07 1.460 137.31 1.164 0.493 0.8491 0.908 0.895 0.690 109.34 1.470 160.37 14,500.55 1,392.71 12,827.49 2,499.46 3.831 4.54 4.125 862.00 95.09 92.01
08/01/08 1.460 137.32 1.163 0.500 0.8500 0.905 0.893 0.685 109.44 1.471 161.12 14,528.67 1,403.06 12,589.07 2,440.51 3.782 4.51 4.153 880.30 96.33 91.94
08/01/09 1.470 137.40 1.153 0.505 0.8491 0.903 0.892 0.685 109.58 1.466 161.44 14,599.16 1,424.29 12,735.31 2,474.55 3.822 4.44 4.089 881.70 95.67 92.28
08/01/10 1.440 137.76 1.118 0.520 0.8491 0.909 0.892 0.665 109.86 1.480 161.21 14,388.11 1,401.36 12,853.09 2,488.52 3.884 4.38 4.089 893.60 93.71 90.01
08/01/11 1.430 138.01 1.087 0.516 0.8491 0.905 0.892 0.640 108.94 1.478 161.24 14,110.79 1,377.58 12,606.30 2,439.94 3.784 4.26 4.087 897.70 92.69 88.50
08/01/14 休場 休場 休場 休場 休場 0.906 休場 休場 休場 1.487 休場 休場 休場 12,778.15 2,478.30 3.765 4.06 4.054 903.40 94.20 88.62
08/01/15 1.425 137.94 1.085 0.526 0.8482 0.905 0.892 0.650 107.60 1.481 159.98 13,972.63 1,350.20 12,501.11 2,417.59 3.675 4.00 4.024 902.60 91.90 88.49
08/01/16 1.385 138.21 1.056 0.504 0.8482 0.904 0.889 0.630 106.30 1.465 157.58 13,504.51 1,302.37 12,466.16 2,394.59 3.735 3.95 3.978 882.00 90.84 86.42
08/01/17 1.415 138.11 1.070 0.499 0.8482 0.902 0.887 0.635 107.44 1.464 157.39 13,783.45 1,330.44 12,159.21 2,346.90 3.621 3.93 3.975 880.50 90.13 N.A.

（Bloomberg データから作成）　　　

長期金利 短期金利 外国為替 内外株価指数 海外金利 その他　

日付
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